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　　部門別職員数…行政管理課☎048-258-1640　公平委員会の業務…公平委員会☎048-259-9021

１　職員の任免の状況

(注) （　）内は女性数であり、内書きです。

　(2) 再任用の状況

再任用職員とは、高齢者雇用の推進等のため定年退職者等のうち改めて採用される職員です。

(注) 任期更新された職員を含みます。

(注)１　上記の職員数は、川口市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

5級
 課長・主幹の職務6級
 次長・参事の職務

　　３　埼玉県条例が適用される学校事務職 8人は除いています。

100.0 ％ 

人事行政の運営等の状況について公表します。

  (1) 採用の状況（平成24年度）

　 川口市では、職員数や給与、定員管理その他の人事行政の運営等の状況についてみなさんに
 知っていただくために、次のとおり公表します。

24.7 ％ 
19.3 ％ 
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4 人）  

46 人 （
7 人 （

23 人）  

人数

　(3) 一般行政職の級別職員数の状況（平成25年4月1日現在）

0 人）  
35 人）  
2 人）  

短時間勤務職員329 人 

区分

平成24年度

1 人 （

構成比職員数

58 人 
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 係長・主査の職務

8級  部長・理事の職務

 課長補佐・副主幹の職務
6.5 ％ 

14.0 ％ 

5 人 （

41 人）  

2級

1,506 人 

53 人 

26.4 ％ 

標準的な職務内容
1.7 ％ 

15 人 （

学校事務職

人数

看護師・助産師・保健師

合計

現業職

26 人 

372 人 

211 人 
98 人 

3.5 ％ 

291 人 
3.9 ％ 

 主事・技師の職務
1級

397 人 

区分
行政職・保育士・消防職 等

医師

3級

医療技師

 主事補・技師補の職務

7級

区分

4級

任用形態

 主任の職務

合計

第１編　各任命権者からの報告の概要

第１章　職員の任免・職員数の状況

教育職

1級 58人 1級 103人 1級 77人

2級 291人 2級 273人

2級 137人

3級 372人 3級 387人

3級 430人

4級 397人 4級 374人

4級 339人

5級 211人 5級 231人
5級 260人

6級 98人 6級 105人
6級 119人

7級 53人 7級 54人 7級 62人

8級 26人 8級 24人 8級 31人
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1 2 4 3 1 1
3

14 5 32 14 1 5
1

42 6 323

15 7 36 3 60 8 329

(注)１　（　）内は女性数であり、内書きです。
　　２　再任用職員については、翌年度再任用（任期更新）された職員も含まれています。

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 　(各年4月1日現在、単位：人）

(注)１　職員数は一般職（教育長を除きます。以下特に記載がない限り、一般職に関する数値については、
　　　教育長を除いたものとしています）に属する職員数であり、地方公務員の身分を有する休職者、派
　　　遣職員等を含み、臨時又は非常勤職員は除いています。
　　２　〔　〕内は、条例定数の合計です。
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18 
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合併後の職員配置の見直し375 

391

48～

合併後の職員配置の見直し

事業の終了による減員
合併後の職員配置の見直し

合併後の職員配置の見直し

平成24年

合併後の職員配置の見直し

医師、医療技術者、看護師等の増

9.3
611

598 

(注) 年齢は実年齢です。なお、他の項目に記載する年齢はすべて満年齢です。
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  (4) 職員の退職の状況（平成24年度） 
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２　定員管理の状況
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（単位：人）
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会計部門

(1)

2

138 

事　由

区　分

74 

540 

農林水産 14 

特別行政部門

726 

〔4,403〕

259 

23歳
20～

586 

494

28～
　(2) 年齢別職員構成の状況（平成25年4月1日現在）
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　(3) 職員数の推移 （各年4月1日現在、単位：人・％）

(注)１　職員数は定員管理調査における部門別職員数です。
　　２　平成23年度以前の人数は合併前の川口市と旧鳩ヶ谷市の合計職員数

1,112 ＋33
540

(＋3.1％)
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教　　育 646 616 600 593

1,094
▲174
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▲60 (▲9.3％)
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1,966
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2,111 2,089一般行政

20 年
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年度

▲2 (▲0.4％)
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1,993 (▲6.9％)
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1　職員の給与の状況
　(1) 人件費の状況（普通会計決算） （単位：千円）

(注) 人件費は、特別職、議員及び教育長の人件費を含んだ額です。

　(2) 職員給与費の状況（一般職）

(注)１　上記には、再任用短時間勤務職員及び教育長を含みません。
　　２　職員手当には、期末・勤勉手当及び退職手当を含みません。
　　３　類似団体とは、人口規模、産業構造が類似している団体として、総務省が示している団体です。
　　　川口市の場合は、全国の特例市が類似団体です。

　(3) 特記事項

(注) ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の
一般行政職の給料月額を同一の基準で比較する
ため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や
経験年数の差による影響を補正し、国の行政職
俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００と
して計算した指数。

(注)　カッコ内は国家公務員の時限的な(２年間)給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした
　　場合の値です。

　（参考）地域手当補正後ラスパイレス指数

(注) 「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家
 　公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正（平

パイレス指数です。

（単位：円）

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　　①　一般行政職

　(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）

341,000 351,200
1号給の
給料月額

218,600

区分

311,900

平成24年度

全国市平均

353,700

536,200

区分

歳出額

(平成20年)

3,362人

平均年齢

埼玉県

108.0（99.7）

(平成24年度末)

18,224,592 

平成25年度

人件費
B

一人あたり
給与費

(参考)類似
団体一人あ
たり給与費

6,382 

5級

135,600

356,600

43.1 歳 332,446 円 

111.5（103.0）

５年前

平均給与月額

類似団体平均 107.7（99.5）

115.1（106.4）

　(5) 一般行政職給料表の状況（平成25年4月1日現在）

405,463 円 

450,600 482,800309,800

254,200

500,200

7級

41.3 歳 

6級

平均給料月額 平均給与月額

244,800
最高号給の
給料月額

4級

43.5 歳 

152,800

431,835円

8級

431,600

98.3 

344,018 円 

20,352,088

427,670円

　 成24年4月1日現在における団体の市の支給率と国制度の支給率により算出）したラス 

332,047 円 

106.6（98.5）
99.8 

581,170 人 

A

14,066,455

国

住民基本台帳人口

平成25年

　(4) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

99.1 

実質収支

19.2 ％ 

川口市

2級 3級

（単位：千円）

川口市
県内市平均

区分

102.2 

B/A

6,932 

4,733,571

(参考)平成23年
度の人件費率

期末・勤勉手当

3,092人 6,582 

給与費

17.3 ％ 29,344,943

人件費率
B/A

12,436,550

一般・特別会計当初予算

1級

B
区分

－

23,306,236

給料

平成24年度

職員手当

3,181,967
普通会計決算

計

（国比較ベース）

5,528,452

389,745 円 

減額実施期間又は減額を実施していない場合はその理由

平成25年7月1日から平成26年3月31日まで

抑制済又は減額措置の内容
（給料）　【特別職】１５％を減額
　　　　　【一般職】主任以下４．７７％、係長・課長補佐級７．７７％、課長級以上９．７７％を減額

（手当）　管理職手当の減額････１０％
　　　　　地域手当の減額････給料及び管理職手当の減額率に準じる
　　　　　時間外手当等の減額････給料の減額率に準じる

A
169,220,581

395,372 円 

第２章　職員の給与の状況

3,711,329

職員数

（平成25年4月1日現在）

国の要請等を踏まえた
減額措置の取組

実施
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　　②　現業職

※　民間データは、賃金構造基本統計調査に公表されているデータを使用しています。

※　年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したも
　のに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年
　間賞与の額を加えたものです。
※　公務員の職種と民間の職種等については、川口市が正規職員のみを対象としているのに対し、民
　間データは短期雇用のアルバイト等の非正規職員や派遣職員も含んでおり、平均年齢のほか、経験
　年数、業務内容、雇用形態等が一致しておらず、さらに平均給与月額（国比較ベースを除く）及び
　年収については、時間外勤務手当等も算入されていることから、単純に比較することはできません。

　　③　教育職

④　企業職

　　　です。なお、国については俸給（本俸）の平均額です。
　　２　「平均給与月額」とは、給料の月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務
　　　手当などの諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされている
　　　ものです。
　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため国家公務員と同じベース（＝時間外勤務
　　　手当等を除いたもの）で算出しています。
　　３　上記には、再任用短時間勤務職員は含まれていません。

国

うち看護師等
40.6 歳 

うち企業行政職

平均給与月額

43.8歳
41.5歳

うち清掃職員

うち守衛

45.5 歳 
幼稚園

9,683,071円

うちその他

うち自動車運転手

（Ｃ）

341,590 円 413,227 円 

62.3歳 196,300円
262,500円

331,433 円 

高等学校

295,500 円 390,576 円 

47.9 歳 

35.3 歳 

6,875,087円 3,980,600円

43.8歳川口市 329,316円

647,851円
うち学校給食職員

44.2歳
357,112円43.3歳

32人 

平均給与月額

396,981円

41.3 歳 

(注)１　「平均給料月額」とは、平成25年4月1日現在における各職種ごとの職員の給料（基本給）の平均額

平均年齢

うち医療技師

381,467円

川口市

450,973 円 

475,703 円 

川口市

160人 

392,200円

平均給料月額

44.6歳

平均給与月額

調理士

区分

うち自動車運転手

（国比較ベース）

415,009円

うち清掃職員

291,960円
386,984円

平均給料月額

（Ｄ）
対応類似職種

公務員

平均年齢

3,493,100円

498,723 円 
38.3 歳 
43.3 歳 

公務員

54.9歳

481,958円

3,272人 

43.0歳

　（平成22～

339,742円

廃棄物処理業従業員

（参考）年収ベース(試算値)の比較民 間

259,000円

2.10

325,400円

1.73290,600円

394,552円

区分

1.61

平均年齢

2.87

52.3歳

うち学校給食職員

45.7 歳 

6,114,084円

307,081円

－
356,607円 411,780円

職員数 平均給料月額

332,325円 421,958円

5,613,216円

340,746円

49.9歳
416人 

326,246 円 

428,405 円 

平均給与月額 Ｃ／Ｄ

6,469,668円

964,781 円 
331,705 円 

279人 

1人 

自家用乗用自動車運転者

471,210 円 

3,377,000円
2,918,300円

441,702円

407,694円

区分

守衛

24年の埼玉県（廃棄物処理業従業員は全国）における3ヶ年平均)

393,136 円 
川口市

447,432 円 

349,979円

うち企業現業職

81人 

5人 

393,207 円 

民間対応類似職種

埼玉県 53.9歳
286,850円

平均給与月額

うち守衛

区分

うち医師

平均年齢
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(注) 上記の一般行政職・企業職の初任給の額は、学校事務を除く事務・技術系職員の額です。

(注) 上記のうち、企業職については、医師を除いています。また、該当者がいないため、企業職の
　  高校卒・経験年数15年の欄には経験年数14年の職員の平均給料月額を記載しています。

　(4) 昇給への勤務成績の反映状況
勤務成績の昇給への反映については、勤務評定（第６章の２に記載）による場合を除き、実施していま

せん。

３　職員の手当の状況（一般・特別会計）
　(1) 期末手当・勤勉手当

有 有

　  2　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

　　２　自己都合には、傷病・死亡による退職を含みません。

　(2) 職員の初任給の状況（平成25年4月1日現在）

なし

最高支給率55.86月分

川口市

一般行政職

大学卒

46.55月分

(0.325月分)
12月期

(0.65月分)

(0.8月分)

支給期

2.6月分
(1.45月分)

計

なし

0.675月分

退職時特別昇給

55.86月分

高校卒

自己都合

1.225月分

一般行政職

勧奨・定年
28.7875月分勤続20年

260,334 円

322,200 円

大学卒

高校卒

企業職

６月期

226,200 円

318,600 円

国

318,200 円
企業職

川口市

高校卒

0.675月分

一人あたり平均支給額（平成24年度）
1,507 千円

平成24年度

286,400 円

(0.325月分)

支給期

232,467 円

６月期

1.35月分

(0.325月分)

0.675月分

8,529 千円 

7,202 千円 

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

2.6月分

(0.65月分)
1.375月分

自己都合

46.55月分
最高支給率

なし

　(2) 退職手当（平成25年4月1日現在）

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

勤続35年55.86月分

なし加算措置

1.375月分
(0.325月分)

23.03月分

(0.65月分)

その他の
加算措置

12月期

職制上の段階、職務の級等による加算措置

区分
川口市

（加算措置の状況）
(1.45月分)

勤続35年

現業職

２年後の給料

年度

期末手当

1.375月分

32.83月分

経験年数15年経験年数10年

大学卒
高校卒

268,344 円

初任給
区分

28.7875月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置

区分

181,200 円

国

200,000 円181,200 円
140,100 円

(0.325月分)

(0.8月分)

1.225月分
(0.65月分)

12月期
(0.325月分)

勤勉手当 勤勉手当期末手当

勤続20年

(0.325月分)

2.6月分

(0.65月分)

304,978 円
301,908 円

　(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成25年4月1日現在）
区分

―
―214,000 円

181,200 円

1.375月分

(注)１　一人あたりの平均支給額は、平成24年度に一般職（再任用職員を除く）に支給された平均額です。

教育職(高等学校)

６月期

260,300 円

1.225月分

0.675月分0.675月分

(注)１　一人あたりの平均支給額は、平成24年度に退職した一般職に支給された平均額です。

市長事務
部局

一
人
あ
た
り

平
均
支
給
額

その他の
加算措置

国

勤続25年

28,788 千円 

なし

55.86月分

勤続25年

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

勧奨については
定年残年数1年

につき3％を加算

公営企業以
外の全部局

55.86月分

計

勧奨・定年

55.86月分

勧奨については
定年残年数1年

につき3％を加算

23.03月分
32.83月分

平成25年度

加算措置

38.955月分

0.675月分

28,733 千円 

なし

(0.325月分)

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

199,700 円

現業職 279,633 円

365,310 円
経験年数20年

―150,500 円
196,800 円 ―
162,300 円

大学卒 ―

―

1.35月分

273,175 円

大学卒 360,260 円

(0.65月分)

196,800 円

―
150,500 円 162,300 円

初任給 ２年後の給料

162,300 円 137,200 円150,500 円
194,500 円

大学卒
高校卒

退職時特別昇給

(1.45月分)

0.675月分
６月期

12月期

計

（加算措置の状況）

0.675月分

38.955月分

(0.8月分)

1.225月分

1.35月分

2.6月分

計

(0.65月分)

(1.45月分)

(0.65月分)

(0.8月分)

181,200 円 ―
149,800 円

高校卒

1.35月分

146,700 円
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(注)１　支給実績は、一般職支給額です。

環境部職員

火災、救助、救急事故
その他災害等の出場業務

　(3) 地域手当（平成25年4月1日現在）

支給職員一人あたり平均支給年額（平成24年度）

 1,290,463 千円

349,530 円

28.2 ％

支給職員一人あたり平均支給年額（平成24年度）

　　　象職員数（再任用職員を含む）で除した額です。

下水道部職員、
建設部道路維持課職員

左記職員に対する
支給単価

1日210円

市税の滞納整理・滞納処
分事務

自動車運転業務に従事した職員

感染症、植物等の
防疫作業

バス、清掃車 1日610円
トラック小型 1日520円
トラック大型 1日550円

等

支給実績（平成24年度一般・特別会計決算）

土木作業手当

建築指導等業務
手当

31,261 円

公害調査業務
手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成25年度）

沈砂池の清掃作業、
汚泥処理作業、
下水管の清掃、取付作業
その他下水処理業務

行旅死病人取扱
業務手当

防疫作業手当

建設部職員

主な支給対象業務

理財部職員、
健康増進部
　国民健康保険課職員

バス、清掃車、トラック
ショベルローダ、
ホイールローダ、
グレーダ、ブルドーザ、
その他特殊車、消防車の
運転業務

消防職員

1日250円

1日290円

各 1月4,000円

調理業務手当

特殊資格業務
手当

行旅病人、行旅死亡人、
変死人の取扱業務

主な支給対象職員

健康増進部保健衛生課職員、
経済部グリーンセンター職員

環境部職員、
都市計画部公園課職員

道路、橋りょうの補修、
舗装、護岸工事等の
土木作業

給食調理業務

1月4,000円

廃棄物の処理作業、
清掃業務

都市計画部開発審査課職員、
同建築審査課職員

1日440円

ガス・粉じん等の有害
物、高熱、騒音等を発散
する場所で行う調査・指
導業務

廃棄物処理作業
 　　　　 1日570円
その他の清掃作業
 　　　　 1日210円

14 種類

1日320円

手当の名称

救急業務  1回330円
火災等の消防活動
 　　　　 1回520円
災害の救出救助業務・
潜水業務  1回700円

96,472 千円

行旅病人
 　　　1回1,640円

行旅死亡人・変死人
  　　　1体2,590円

清掃業務手当

福祉部生活福祉１課・２課職員

建築主事の建築確認業
務、電気主任技術者の電
気工作物保安監督業務、
ボイラー・タービン主任
技術者のボイラ・タービ
ン保安監督業務、救急救
命士の救急業務

　　２　支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を平成24年4月1日現在の一般職の地域手当支給対

給食センター及び
学校給食調理場の職員

市税事務手当

手当の種類（手当数）

沈砂池の清掃作業等
 　　　　 1日570円
その他下水処理業務
  　　　　1日210円

支給実績（平成24年度一般・特別会計決算）

　(4) 特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）

資格（建築主事、電気主任技術
者、
ボイラー・タービン主任技術者、
救急救命士）を要する
業務を実施する職員

下水道業務手当

自動車運転業務
手当

出場手当

違反建築物、違法開発行
為に対する指導業務、是
正のための検査・指導
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　　　く特殊勤務手当支給対象職員数（再任用職員を含む）で除した額です。

　　　員数の割合です。

　(5) 時間外勤務手当

(注) 職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を各年4月1日現在職員のうち時間外勤務手当支給対象職
　 員数（再任用職員を含み、教育職を除く）で除した額です。

　（4月実施）の各手当支給職員数（再任用職員を含む一般職）で除した額です。

138,517 千円 

355,341 千円 

管理職手当

職員一人あたり平均支給年額（平成24年度）

　(6) その他の手当（平成25年4月1日現在）

一般・特別会計)

同じ

(注)１　支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を平成24年4月1日現在職員のうち管理職職員を除

通勤手当

単身赴任手当

異なる

85,854 円 

570,029 円 

国は、
 本省課長  139,300円
 本省室長   94,000円
 出先機関課長
　　　　　  55,500円
　　　　　　　　  等

借家・借間
（最高支給限度額）
          28,000円
持家　　 　6,500円

支給実績（平成23年度一般・特別会計決算）

348 千円 

国の制度と異なる内容

614,986 円 異なる

348,000 円 

社会福祉事務所における
指導監督業務、わかゆり
学園における援護業務

通勤相当額または
距離に応じた額
（最高支給限度額
月当たり55,000円）

国は、
 距離に応じた額の支
給区分が異なる

扶養手当

異動等による
遠距離単身赴任者
          23,000円
  （加算措置あり）

内容及び支給単価
一般・特別会計
　　　　決算)

- 円 

306,541 千円 

配偶者    13,000円
配偶者以外 6,500円

部長      78,850円
理事　　　73,040円
次長      63,910円
参事　　　59,760円
課長      58,650円
主幹　　　51,000円
課長補佐  48,400円
副主幹　　42,240円

(減額後の額)

396,666 千円 

同じ

警戒区域
　屋外　1日 6,600円
　半径3㎞圏内
　　　　1日 6,600円
　屋内　1日 1,330円
計画的避難区域
　屋外　1日 3,300円
　屋内　1日 　660円

東日本大震災対
処業務手当

同じ

住居手当

(平成24年度

(注) 支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を平成24年4月（休日勤務手当・夜間勤務手当は5月 

休日勤務手当

宿日直手当

夜間勤務手当

正規の勤務時間と
して午後10時から
午前5時までの間に
勤務した場合、
勤務1時間につき、
1時間あたりの
給与額の25/100

特定福祉業務
手当

異なる

異なる
一般の宿日直

6,400円

235,950 円 

1月5,000円

 929,313 千円

職員一人あたり平均支給年額（平成23年度）

271,386 千円 

支給実績（平成24年度一般・特別会計決算）

0 千円 

43,967 千円 

支給職員一人あた
り平均支給年額

支給実績

374,270 円

国は、
 借家・借間 27,000円

同じ

社会福祉事務所職員、
福祉部わかゆり学園職員

273,963 円

 799,424 千円

国は、
医師 当直　 20,000円
 　　常直　 21,000円
農場等　 　  5,100円
研修施設等   5,900円
一般の宿日直 4,200円

132,932 円 

手当名

休日の正規の勤務
時間に勤務した場合、
勤務1時間につき、
1時間あたりの給与額
の135/100

　　２　支給職員の割合は、一般・特別会計職員に対する平成25年5月（4月実施）の特殊勤務手当支給職

東京電力㈱福島第一原子力発電所
の事故処理に伴う当該周辺の区域
で作業を行う職員

東京電力㈱福島第一原子
力発電所の事故処理作業

(平成24年度

国の
制度
との
異同

115,400 円 
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４　特別職等の給料等の状況

(注) 上記のほか、地域手当、通勤手当の制度があります（議長、副議長、議員を除く）。

(注)１ 病院事業管理者が医師である場合には、給料の調整額（給料月額の25%）が支給されます。
　　２ 上記のほか、地域手当、通勤手当の制度があります。

５　公営企業職員の状況
　(1) 上水道事業
　　①　職員給与費の状況
　　　ア　決算 （単位：千円）

(注) 職員給与費は、特別職に係る額を含みます。

　　　イ　予算（当初予算、一般職） （単位：千円）

(注)１　職員数には、再任用短時間勤務職員を含みません。
　　２　職員手当には、期末・勤勉手当及び退職給与金を含みません。

　　  予算額の合計額を平成25年度当初予算の一般職職員数（再任用短時間勤務職員を除く）で除した
　　　額をさらに12月で除した額です。

平均月収額
686,498 円

　　２　平均月収額は、平成25年度当初予算に計上された給与費（期末手当、勤勉手当等を含む）の

12月期　 1.9月分

市長
議員

市長

42.1 歳  

給与費  B/A
486,414 
給料

給与費

区分
川口市（企業職　上水道事業）

平均年齢

(注)１　上記の基本給とは、一般職の給料、地域手当及び扶養手当の平成25年度当初予算合計額です。 

給料・議員報酬月額

621,000 円 

6月期　 1.45月分

職員手当

B

退職時に、給料月額×勤続期間(在職年数)×支給率(100分の300)を支給

728,000 円 
664,000 円 

職員数

副市長

6月期　 1.45月分

総費用

退職手当

625,000 円 
病院事業管理者

区分

給料

給料

議員報酬

退職手当

平成24年度 1,124,582 

12月期　 1.55月分

議長

974,100 円（平成25年7月から平成26年3月まで15％削減支給）　　　

12月期　 1.55月分

971,154 
B/A

削減後の給料月額（削減期間、削減率）
教育長

報酬等

議員

合計　 3.0月分

814,000 円 

副市長

区分

給料月額等

削減後の給料月額（削減期間、削減率）

副市長 942,000 円 
給料

給料月額等

副議長

　(1) 市長、副市長及び議員（平成25年12月1日現在）

任期ごとに、給料月額×勤続期間(在職年数)×支給率(100分の400)を支給

1,146,000 円 

市長

6月期　 1.8月分

期末・勤勉手当      計 B

A

A

　　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成25年4月1日現在）

691,900 円（平成25年7月から平成26年3月まで15％削減支給）　　　

基本給

一人あたり

平成25年度

職員給与費純損益又は
実質収支

総費用に占める
職員給与費率

区分

166,051 102 人 

531,250 円（平成25年7月から平成26年3月まで15％削減支給）　　　

15,293,455 

常勤監査委員

7.4 ％ 

給料月額区分

8,319 848,511 196,046 

560,229,000 円

水道事業管理者

議長

任期ごとに、給料月額×勤続期間(在職年数)×支給率(100分の500)を支給

800,700 円（平成25年7月から平成26年3月まで15％削減支給）　　　

副議長

　(2) その他の特別職及び教育長（平成25年12月1日現在）

期末手当

期末手当

合計　 3.0月分

合計　 3.7月分
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　③　職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

有 有

　　２　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

　　２　自己都合には、傷病・死亡による退職を含みません。

(注)１　支給実績は、一般職支給額です。

　　　く特殊勤務手当支給対象職員数（再任用職員を含む）で除した額です。

55.86月分

(0.65月分)

なし

0.675月分

計

主な支給対象業務

最高限度額 55.86月分

勧奨・定年

32.83月分

平成25年度

川口市（企業職　上水道事業）

(0.325月分)

区分

0.675月分

水道部給水管理課
現業職員

手当の種類（手当数）

36,584 円

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

加算措置

28,641 千円 
一人あたり
平均支給額

(注)１　支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を平成24年4月1日現在職員のうち管理職職員を除

水道部給水管理課
現業職員

3 種類

　    ウ　地域手当（平成25年4月1日現在）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成25年度）

支給実績（平成24年度決算）

（加算措置の状況）

16.9 ％

3,695 千円

なし
一人あたり
平均支給額

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

支給職員一人あたり平均支給年額（平成24年度）

手当の名称

2.6月分

(0.65月分)

自己都合

なし

(1.45月分)

1.225月分

38.955月分

なし

0.675月分0.675月分

12月期

1.35月分

勧奨については
定年残年数1年

につき3％を加算

川口市（企業職　上水道事業）

(0.325月分)

28.7875月分

６月期

(0.325月分)

55.86月分

その他の
加算措置

8,529 千円支給実績なし 28,733 千円

勤勉手当

(1.45月分)

トラック小型 1日520円
給水車　　   1日610円
　　　　　　　　　 等

　　２　支給職員の割合は、平成25年5月（4月実施）の特殊勤務手当支給職員数の割合です。

主な支給対象職員
左記職員に対する

支給単価

自動車運転業務手当

出張し水道料金の未収金
収納業務に従事した職員

1日440円上水道作業手当

退職時特別昇給 退職時特別昇給なし

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.375月分

川口市（企業職以外の職員）

勤勉手当

(0.325月分)

55.86月分

自己都合

計

0.675月分

川口市（企業職以外の職員）

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

(0.325月分)

12月期

区分

46.55月分

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

その他の
加算措置

支給期 期末手当

勧奨については
定年残年数1年

につき3％を加算
加算措置

勧奨・定年

(0.325月分)

６月期

1.375月分

1.35月分

1,462 千円

0.675月分

1.375月分

一人あたり平均支給額（平成24年度）

(0.8月分)

一人あたり平均支給額（平成24年度）

勤続20年

(0.65月分)

1,507 千円

23.03月分

(1.45月分)

職制上の段階、職務の級等による加算措置

勤続25年

1.35月分

勤続25年
28.7875月分

1.375月分
平成24年度

(注)１　一人あたりの平均支給額は、平成24年度に一般職（再任用職員を除く）に支給された平均額です。

2.6月分

支給期 期末手当

勤続35年
32.83月分

(0.8月分) (0.325月分)

(0.325月分)

　　　イ　退職手当（平成25年4月1日現在）

年度

0.675月分

2.6月分

(0.65月分)
1.225月分

1.35月分

(0.65月分)

(0.8月分)

0.675月分
12月期

(0.8月分)

(0.65月分)

12月期

勤続35年

(1.45月分)

なし

(0.65月分)

23.03月分

計

勤続20年

計

55.86月分

44,369 千円

最高限度額
55.86月分
38.955月分

1.225月分

2.6月分

６月期

46.55月分

埋設管補修業務、
消火栓移設業務等

　　　象職員数（再任用職員を含む）で除した額です。

369,742 円

６月期

(0.65月分)

支給実績（平成24年度決算）

1.225月分

　　  エ　特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）

(注)１　一人あたりの平均支給額は、平成24年度に退職した一般職に支給された平均額です。

支給職員一人あたり平均支給年額（平成24年度）

自動車運転業務

　　２　支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を平成24年4月1日現在の一般職の地域手当支給対

水道料金の
未収金収納業務

1日320円未収金収納業務手当

（加算措置の状況）
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　　　オ　時間外勤務手当

(注) 職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を各年4月1日現在職員のうち時間外勤務手当支給対象職
　 員数（再任用職員を含む）で除した額です。

　 含む一般職）で除した額です。

　(2) 病院事業
　　①　職員給与費の状況
　　　ア　決算 （単位：千円）

(注) 職員給与費には、特別職に係る額を含みます。

　　　イ　予算（当初予算、一般職） （単位：千円）

(注)１　職員数には、再任用短時間勤務職員を含みません。
　　２　職員手当には、期末・勤勉手当及び退職給与金を含みません。

職員一人あたり平均支給年額（平成24年度）

通勤手当

平均月収額基本給

純損益又は
実質収支 の職員給与費率

1,432,666 

一般行政職
の制度との

異同

部長      78,850円
理事　　　73,040円
次長      63,910円
参事　　　59,760円
課長      58,650円
主幹　　　51,000円
課長補佐  48,400円
副主幹　　42,240円

(減額後の額)

同じ

　　  予算額の合計額を平成25年度当初予算の一般職職員数（再任用短時間勤務職員を除く）で除した

住居手当

職員手当 期末・勤勉手当給料

14,844,750 

通勤相当額または
距離に応じた額
（最高支給限度額
月当たり55,000円）

同じ

夜間勤務手当

(注)１　上記の基本給とは、一般職の給料、地域手当及び扶養手当の平成25年度当初予算合計額です。 

配偶者    13,000円
配偶者以外 6,500円

同じ

12,136 千円 

93,065 円 

管理職手当

672,281 6,718,808 

区分

扶養手当

250,099 円

手当名 内容及び支給単価

支給実績（平成23年度決算）

(平成24年度決算)

支給職員一人あたり
平均支給年額

一般行政職
の制度と

異なる内容

629,164 円3,333,035,000 円37.2 歳  川口市（企業職　病院事業）
平均年齢

支給実績

(注) 支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を平成24年4月の各手当支給職員数（再任用職員を

36,221 千円

398,033 円

0 千円 - 円

638,743 円 

借家・借間
（最高支給限度額）
          28,000円
持家　　 　6,500円
（新築後5年間は
  1,500円加算）

245,183 円 14,711 千円 

支給実績（平成24年度決算）

正規の勤務時間として
午後10時から午前5時
までの間に勤務した
場合に支給

職員一人あたり平均支給年額（平成23年度）

同じ

同じ

　　　カ　その他の手当（平成25年4月1日現在） 

25,260 千円

給与費

B/AA

職員給与費

     計 B

総費用に占める
職員給与費率

平成25年度

　　２　平均月収額は、平成25年度当初予算に計上された給与費（期末手当、勤勉手当等を含む）の

　　　額をさらに12月で除した額です。

8,748 千円 

区分

A

(参考)平成23年度

(平成24年度)

10,178 千円 125,653 円 

総費用

784 人 1,117,305 5,563,813 3,013,842 

　　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成25年4月1日現在）

区分
職員数

45.3 ％ 46.3 ％ 平成24年度

7,097 
給与費  B/A
一人あたり

B
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　③　職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

有 有

　　２　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

　　２　自己都合には、傷病・死亡による退職を含みません。

(注)１　支給実績は、一般職支給額です。

　　　く特殊勤務手当支給対象職員数（再任用職員を含む）で除した額です。

(0.8月分)

６月期
1.225月分

(0.65月分)

(注)１　一人あたりの平均支給額は、平成24年度に一般職（再任用職員を除く）に支給された平均額です。

12月期

0.675月分 0.675月分

(0.8月分)
1.375月分

(0.325月分)
0.675月分

(0.325月分) (0.65月分) (0.325月分)

0.675月分

６月期
1.225月分 0.675月分

1.375月分 0.675月分
(0.8月分)

(1.45月分) (0.65月分)
1.35月分

計
2.6月分 1.35月分

(1.45月分) (0.65月分)
2.6月分

1.225月分

計
2.6月分 1.35月分

(0.65月分)

(0.65月分) (1.45月分)

年度

支給期

６月期

12月期

(0.325月分)

(0.325月分)
平成24年度

６月期

汚物処理業務手当 医療センター看護部職員

支給実績（平成24年度決算）

エックス線業務手当

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

(0.325月分)

(0.65月分)
1.35月分

12月期
1.375月分

勧奨・定年
川口市（企業職　病院事業） 川口市（企業職以外の職員）

区分

　　　イ　退職手当（平成25年4月1日現在）

平成25年度

(0.65月分)
0.675月分

1.225月分 0.675月分

医療センター診療局
検査科職員

医療センター看護部職員

　　２　支給職員の割合は、平成25年5月（4月実施）の特殊勤務手当支給職員数の割合です。

勧奨については
定年残年数1年

につき3％を加算

なし

主な支給対象業務

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

その他の
加算措置

エックス線撮影、
透視の業務

27,229 千円

医療センター診療局
放射線科職員

28,733 千円

75.7 ％

その他の
加算措置

　　２　支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を平成24年4月1日現在の一般職の地域手当支給対

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成25年度）

夜間看護業務手当

夜間救急業務夜間等救急業務手当

看護師等の深夜業務

医療センター検査科業務

なし

最高限度額 55.86月分

加算措置

(0.325月分)

46.55月分

2.6月分

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

なし

最高限度額

支給実績（平成24年度決算）

手当の名称

　　  エ　特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）

手当の種類（手当数）

406,854 円

深夜勤務6時間以上
　　　 1回4,120円  等

支給職員一人あたり平均支給年額（平成24年度）

6 種類

12月期
(0.8月分)

計
(1.45月分)

1.375月分

一人あたり平均支給額（平成24年度） 一人あたり平均支給額（平成24年度）
川口市（企業職　病院事業） 川口市（企業職以外の職員）

1,507 千円
支給期 期末手当

1,489 千円

加算措置

46.55月分 55.86月分

23.03月分 28.788月分

勤続35年
55.86月分55.86月分

32.83月分 38.955月分 勤続25年

55.86月分
勤続35年

なし
勧奨については
定年残年数1年

につき3％を加算

23.03月分
勤続25年

一人あたり
平均支給額

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

主な支給対象職員

1日250円

支給職員一人あたり平均支給年額（平成24年度）

検査科勤務手当

(注)１　支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を平成24年4月1日現在職員のうち管理職職員を除

医療センター職員

8,529 千円

勤続20年

医師・薬剤師
1日7,080円　等

1日320円

自動車運転業務手当

　　　象職員数（再任用職員を含む）で除した額です。

なし

退職前5年間の
職責に応じて
加算措置あり

306,361 千円

782 千円

退職時特別昇給

　    ウ　地域手当（平成25年4月1日現在）

一人あたり
平均支給額

勧奨・定年

55.86月分
38.955月分

医療センター職員 自動車運転業務

212,990 円

(注)１　一人あたりの平均支給額は、平成24年度に退職した一般職に支給された平均額です。

勤勉手当 期末手当 勤勉手当

計

自己都合
28.7875月分 勤続20年

32.83月分

退職時特別昇給

トラック小型 1日520円
トラック大型 1日550円
　　　　　　　　　 等

1日250円

左記職員に対する
支給単価

なし

(0.325月分)

看護助手の汚物処理業務

区分 自己都合

130,350 千円
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　　　オ　時間外勤務手当

(注) 職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を各年4月1日現在職員のうち時間外勤務手当支給対象職
　 員数（再任用職員を含む）で除した額です。

　 月実施））の各手当支給職員数（再任用職員を含む一般職）で除した額です。

714,848 円 異なる

(注) 支給職員一人あたり平均支給年額は、支給実績を平成24年4月（夜間勤務手当、宿日直手当は5月（4

夜間勤務手当

通勤手当

同じ初任給調整手当

137,251 千円 

218,663 円 

職員一人あたり平均支給年額（平成23年度）

支給実績（平成24年度決算）

手当名

院長　　　88,000円
部長      78,850円
理事　　　73,040円
次長      63,910円
参事　　　59,760円
課長      58,650円
主幹　　　51,000円
課長補佐  48,400円
副主幹　　42,240円
(減額後の額)

(平成24年度)(平成24年度決算)

398,589 円

扶養手当

一般行政職
の制度との
異同

医師で一定年数内に
採用された職員

159,100円
（最高支給限度額）

正規の勤務時間として
午後10時から午前5時
までの間に勤務した
場合に支給

配偶者    13,000円
配偶者以外 6,500円

管理職手当 異なる

168,560 円 

支給実績

同じ

248,321 千円

借家・借間
（最高支給限度額）
          28,000円
持家　　 　6,500円

75,178 千円 

内容及び支給単価

　　　カ　その他の手当（平成25年4月1日現在） 
一般行政職
の制度と
異なる内容

51,386 千円 

通勤相当額または
距離に応じた額
（最高支給限度額
月当たり55,000円）

62,208 千円 

同じ

同じ

職員一人あたり平均支給年額（平成24年度）

支給実績（平成23年度決算）

支給職員一人あたり
平均支給年額

729,381 円 

同じ住居手当

130,690 円 

245,455 千円

宿日直手当
医師　　　30,000円
薬剤師　　13,600円
その他　　 7,200円

一般行政職
ではすべて
6,400円

193,556 円 

164,357 千円 

401,070 円

一般行政職
では院長に
かかる手当
はなし

97,008 千円 

69,100 千円 

1,643,570 円 
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１　勤務時間の概要

２　休暇制度の概要・種類等
　職員の休暇には、年次有給休暇・病気休暇・特別休暇・介護休暇・組合休暇があります。

　　　＜特別休暇の種類及び日数＞

　職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ない
と認められる場合に、医師の証明に基づき最小限度必要と認められる期間をその治療に
専念させる目的で設けられた休暇です。

取得要件

職員の配偶者、父母又は子の追悼のための特別な行
事のため勤務しないことが相当であると認められる
場合

組合休暇

年次有給休暇

第３章　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

災害による職員の現住居の滅失又は破壊の場合

妊娠中の女子職員が通勤に利用する交通機関の混雑
の程度が母体又は胎児の健康保持に影響があると認
める場合

職員の親族が死亡した場合で、職員が葬儀、服喪そ
の他の親族の死亡に伴い必要と認められる行事等の
ため勤務しないことが相当であると認められる場合

女子職員の出産の場合

　配偶者、子、職員又は配偶者の父母などの親族で負傷、疾病又は老齢により2週間以上
にわたり日常生活を営むのに支障がある者の介護をするため、勤務しないことが相当で
あると認められる場合における無給の休暇です。

配偶者は10日、父母は血族7日・姻族3日、子は血族5
日・姻族1日、祖父母は血族3日・姻族1日、孫は血族
1日、兄弟姉妹は血族3日・姻族1日、伯叔父母は血族
1日・姻族1日の範囲内の期間

職員の妻の出産の場合

病気休暇

選挙権その他公民としての権利を行使する場合

夏季において心身の健康の保持及び増進又は家庭生
活の充実のため勤務しないことが相当であると認め
られる場合

その都度必要と認める期間

妊娠中又は出産後1年以内の女子職員が妊娠又は出産
に関し、母子保健法に規定する保健指導又は健康診
査を受ける場合

1日2回それぞれ30分間

　労働基準法第39条の諸規定に従って与えられる有給による休暇であり、1年（年度）に
つき最高20日付与され、前年（年度）からの繰越分を含めると最高40日となります。

それぞれ1日

その都度必要と認める期間

職員が結婚する場合で、結婚式、旅行その他の結婚
に伴い必要と認められる行事等のため勤務しないこ
とが相当であると認められる場合

3日の範囲内においてその都度必要と認める期間

1の年の7月から9月までの期間内において7日

特別休暇

7日の範囲内においてその都度必要と認める期間

その都度必要と認める期間

出産予定日7週間(多胎妊娠の場合にあっては14週
間）前から産後8週間を経過するまでの期間

妊娠6月までは4週間に1回、妊娠7月から9月までは2
週間に1回、妊娠10月から出産までは1週間に1回、産
後1年まではその間に1回とし、1回につき1日の範囲
内でその都度必要と認める時間
勤務時間の始め又は終わりにおいて、1日を通じて1
時間を超えない範囲内でそれぞれ必要と認める時間

生後1年に達しない生児を育てる場合
女子職員が生理日における勤務が著しく困難な場合

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す
る法律による交通の制限若しくは遮断又は健康診断
の場合

期間又は日数
その都度必要と認める期間

連続する7日の範囲内の期間

2日の範囲内においてその都度必要と認める期間
地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故
等により出勤することが著しく困難な場合
地震、水害、火災その他の災害時において、通勤途
上における身体の危険を回避する場合
骨髄移植のための骨髄液の提供希望者としてその登
録を実施する者に対して登録の申出を行い、又は骨
髄移植のため配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の
者に骨髄液を提供する場合で、当該申出又は提供に
伴い必要な検査、入院等をする場合

その都度必要と認める期間

　特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合に認められる有給の休暇で
す。（次表参照）

　職員団体の業務又は活動に従事するために認められる無給の休暇です。

裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判
所、地方公共団体の議会その他官公署へ出頭する場
合

その都度必要と認める期間

　職員の勤務時間は、1週間あたり38.75時間と定められており、原則、毎週月曜日から金曜日までの、それぞ
れ午前8時30分から午後5時15分までの勤務となります。そのうち、午後0時から午後1時までの間は休憩時間と
なっています。なお、一部の職場においては、その業務の実状に応じて勤務時間の割り振りを行っている場合
があります。

介護休暇
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３　年次有給休暇の取得状況

４　育児休業等の状況
　(1) 育児休業

　(2) 育児短時間勤務

　(3) 部分休業

　　　＜育児休業・育児短時間勤務・部分休業の状況＞

５　時間外勤務の状況

(注) 月あたり平均時間外勤務時間数は、一般職のうち時間外勤務手当対象職員の4月1日から3月31日まで
　 の年間時間外勤務時間数を対象職員数で除したものを、さらに12月で除したものです。
　 　なお、休日勤務時間数を含みます。

21人 22人 22人 ▲1人

(構成比)

(98.3％) 

19人 0人

▲1人
(0.0％) 

(0.0％) 

9人

(100.0％) 

＋11人38人 0人 38人

0人

19人 11人 0人 11人 ＋8人
(0.0％) (100.0％) 

育児休業

(100.0％) (100.0％) 

±0人

休業者等数 休業者等数 休業者等数

　育児短時間勤務とは、職員が任命権者の承認を受けて、その小学校就学の始期に達するまでの子を養育す
るため、1週間又は1日の勤務時間を短時間として勤務する制度で、短時間勤務をしている期間については、
給与がその勤務時間に応じて割合按分されます。

区分

　育児休業とは、職員が任命権者の承認を受けて、その3歳に満たない子を養育するため、子が3歳に達する
日までの期間を限度として、職務に従事しないことを可能とする制度で、休業をしている期間については、
給与は支給されません。

勤続10年を経過した職員にあっては勤続10年に達す
る日が属する年度の翌年度において1日、勤続20年を
経過した職員にあっては勤続20年に達する日が属す
る年度の翌年度において連続する2日の範囲内の期
間、勤続30年を経過した職員にあっては勤続30年に
達する日が属する年度の翌年度において連続する3日
の範囲内の期間

うち男性 うち女性

1の年度(4月1日から翌年の3月31日までの期間)にお
いて5日の範囲内で必要と認める期間

負傷、疾病又は老齢により2週間以上にわたり日常生
活を営むのに支障がある者の介護をするため、勤務
しないことが相当であると認められる場合

80人 2人

1の年度において5日（要介護者が2人以上の場合に
あっては10日）の範囲内の期間

168人 3人

休
業
等
の
種
類
及
び

休
業
者
等
数

自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活
動を行うため勤務しないことが相当であると認めら
れる場合

(2.7％) 

0人

平均取得日数 (前年（前年度）比＋0.6 日)

うち男性

＋7人±0人
(2.5％) (97.5％) 

2人 71人

増減

長期にわたり勤続した職員が、心身の活力を維持
し、及び増進するため勤務しないことが相当である
と認められる場合

区分 (参考)平成23年

平成23年度

うち男性

＋7人

区分

±0人

＋11人

(100.0％) 

12人
(0.0％) 

165人3人 172人

平成24年度

(0.0％) (100.0％) 

うち新規
(構成比)

0人

±0人

(参考)平成23年度

27人 0人 27人

9人 12人

(1.8％) (98.2％) 

＋7人
(97.3％) 

0人

11.1 時間

175人
(構成比)
うち新規
(構成比)

(0.0％) 

(0.0％) (100.0％) 

12.8 時間

平成24年度

＋7人

職員の妻が出産する場合であってその出産予定日の7
週間前の日から当該出産の日後8週間を経過する日ま
での期間にある場合において、当該出産に係る子又
は小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職
員が、これらの子の養育のため勤務しないことが相
当であると認められる場合

11.4 日

　部分休業とは、職員が任命権者の承認を受けて、その小学校就学の始期に達するまでの子を養育するた
め、1日の勤務時間の一部（2時間を限度）について勤務しない制度で、休業した期間については、給与が減
額されます。

月あたり平均時間外勤務時間数

うち女性

▲3人 ±0人 ▲3人

うち女性

(1.7％) 

78人 73人

21人

(前年度比▲1.7 時間)

(注)１　平均取得日数は、4月1日から3月31日までの市長事務部局の一般職の平均取得日数です。

平成24年度 

(0.0％) (100.0％) 

1の年度において5日（養育する小学校就学の始期に
達するまでの子が2人以上の場合にあっては10日）の
範囲内の期間

当該期間内における5日の範囲内の期間

12.0 日

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員
が、その子の看護のため勤務しないことが相当であ
ると認められる場合

育児短時間勤務
(構成比)

部分休業
(構成比)

うち新規

±0人 ＋8人
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免職 1 人

処分事由

(前年度比＋3 人)

(前年度比＋1 人)

処分内容

0 人

(前年度比＋3 人)

処分を受けた職員数 処分事由

降任

1 人

休職

第４章　職員の分限及び懲戒処分の状況

3 人

休職　心身の故障

0 人

0 人

免職

減給　職務専念義務違反
戒告　公用車による交通事故

(前年度比＋1 人)

41 人

処分内容 処分を受けた職員数
１　分限処分の状況（平成24年度）

戒告

２　懲戒処分の状況（平成24年度）

0 人

降給

減給

停職
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１　職員の守るべき義務の概要

２　職務専念義務免除の状況

３　営利企業等従事の許可状況

2 件

　「職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他の
団体の役員その他人事委員会規則(人事委員会を置かない地方公共団体においては、地方公共団体の規則)で定
める地位を兼ね、若しくは自ら営利を目的とする私企業を営み、又は報酬を得ていかなる事業若しくは事務に
も従事してはならない。」（地方公務員法第38条）とされています。

区分
国民体育大会への参加等

第５章　職員の服務の状況

外郭団体での研修講師等
許可件数

　地方公務員法第30条は、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために
勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定していま
す。この根本基準の趣旨を具体的に実現するため、同法は、職員に対し、法令等及び上司の職務上の命令に従
う義務（同法第32条）、信用失墜行為の禁止（同法第33条）、秘密を守る義務（同法第34条）、職務に専念す
る義務（同法第35条）、政治的行為の制限（同法第36条）、争議行為等の禁止（同法第37条）、営利企業等の
従事制限（同法第38条）など、服務上の強い制約を課しています。

免除事由

平成24年度

免除件数

　「職員は、法律又は条例に特別の定がある場合を除く外、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその
職責遂行のために用い、当該地方公共団体がなすべき責を有する職務にのみ従事しなければならない。」（地
方公務員法第35条）とされています。ただし、職務に専念する義務の特例に関する条例により、研修を受ける
場合、厚生に関する計画の実施に参加する場合、その他任命権者が定める場合に、任命権者の承認を得て、職
務専念義務が免除されることがあります。

14 件平成24年度

区分 従事内容
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１　研修の概要

　　　＜研修体系及び実施状況＞

２　職員の勤務成績の評定方法及び活用方法の概要等

政策形成、グループ研修
ストレスコーピング、公務員倫理

日常業務研修、部門別専門研修

学校等
84 人

彩の国さいたま人づくり広域連合

新任課長補佐研修

部長職研修
ハラスメント防止、

職場研修

係長級研修

階層別研修
1,602 人

情報政策、政策形成基礎等

主事補・
技師補級

自治大学校、大学院、国土交通大学校、
全国建設研修センター、市町村職員中央研修所等

一般研修

講師養成研修

ＯＪＴ応用実践、メンタルヘルス等

第６章　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

のべ研修人員は3,390人です。

3,188 人

市長講話、市の環境行政、将来都市像、
職場のマナーと接遇、公務における接
遇、自立(律)型職員を目指して等

新規採用職員研修
（前期・接遇・後期）

法律講座

新任係長研修 部下の指導・育成等

主事・
技師級

主任級職員研修Ⅰ
グループ課題研究

上級職員研修 公務員倫理、政策形成能力開発
地方自治法、地方公務員法等

1,586 人
専門研修

係長級

主任級
交渉能力向上、政策法務等

課長補佐級

管理者研修
メンター研修、職場内接遇研修、人権問題研修、職場研修担当者研修等

101 人

　毎年、原則として10月1日現在において、部長及び部長相当職を除く全職員を対象に、勤務評定を実施して
います。この評定結果は、昇任、研修、配置転換等に活用しています。

ＪＳＴ、ＪＫＥＴ、接遇、政策形成、講師研究会

課長級 新任課長研修 リスクマネジメント等

202 人

自主研修
市長に提言する政策提言チーム

第一線のリーダーの役割等

トップマネジメント

　　実施した研修は、合計で41コースあり、

14 人
海外派遣研修

自己啓発

2 人

1 人
民間企業派遣研修

専門研修

派遣研修

主任級職員研修Ⅱ

部長級

初級職員研修
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１　福利厚生制度の概要

通勤災害

　職員の公務災害補償制度は、地方公務員災害補償基金埼玉県支部が実施しています。基金は、職員が公務上
の災害（負傷、疾病、障害及び死亡）又は通勤による災害を受けた場合に、その災害によって生じた損害の補
償と、被災職員の社会復帰の促進及び職員・遺族の援護を図るために必要な事業を行うことを目的としていま
す。具体的には、地方公務員法第45条に基づいて定められた地方公務員災害補償法により定められています。

公務災害
区分

12 件
(前年度比＋5 件)
(前年度比＋4 件)

認定件数
40 件

３　公務災害の発生状況（平成24年度）

川口市職員互助会
埼玉県市町村職員共済組合

市負担金額
4,947,711 千円

区分

　職員の共済制度は、地方公務員法第43条に基づいて定められた地方公務員等共済組合法によって具体的に定
められています。共済制度は、埼玉県市町村職員共済組合が実施しています。共済組合では、組合員である職
員とその被扶養者の病気・けが・出産・死亡等に対して必要な給付を行う「短期給付事業」、職員の退職・障
害・死亡に対して年金又は一時金の給付を行う「長期給付事業」、健康の保持増進事業や住宅資金の貸付け等
の「福祉事業」の3つの事業を行っています。
　また、地方公務員法第42条に定める職員の相互扶助及び福利の増進を目的として、職員互助会において、職
員の冠婚葬祭に際しての給付や生活物資の斡旋等の事業を実施しています。

　共済組合の事業を運営する費用は、組合員である職員の掛金と使用者である市の負担金によって賄われてい
ます（掛金率・負担金率については法定）。
　また、職員互助会の事業を運営する費用についても、会員である職員の掛金と使用者である市の負担金に
よって賄われています。

２　福利厚生制度に係る市の負担状況（平成24年度）

35,490 千円

第７章　職員の福祉及び利益の保護の状況
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１　勤務条件に関する措置の要求の状況

２　不利益処分に関する不服申立ての状況
不利益処分
不服申立て

件数（件）
1 件

主な理由と内訳
懲戒免職処分に対する不服申立て

平成24年度は、勤務条件に関する措置要求はありませんでした。 

第２編　公平委員会の業務の状況
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